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健全化判断比率・資金不足比率審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び第 22 条第 1

項の規定により審査に付された令和 7年度決算に基づく健全化判断比率・資

金不足比率及びそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したの

で，別紙のとおり意見を提出します。 

なお，監査委員加藤邦治を地方自治法第 199条の 2の規定に該当するもの

の審査について除斥しました 。 
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令和７年度決算に基づく仙台市健全化判断比率審査意見 

 

 第１ 審査の種類 

健全化判断比率審査 

 

 第２ 審査の対象 

令和 7 年度決算に基づく健全化判断比率 

（１）実質赤字比率 

（２）連結実質赤字比率 

（３）実質公債費比率 

（４）将来負担比率 

上記比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

 第３  審査の日程 

     令和 8 年 7 月 31 日から同年 8 月 18 日まで 

 

 第４  審査の着眼点及び主な実施内容等 

今回の審査は，仙台市監査基準に従い，実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債

費比率及び将来負担比率に関し，計算が正確であるか，その算定の基礎となる書類が適

正に作成されているかとの観点から，算定の経過及び算定の基礎となる事項を記載した

書類について，関係資料との照合，財政局長等からの説明聴取等の方法により実施した。 

 

 第５  審査の結果 

審査に付された実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率及び将来負担比率 

は，いずれも正確に算定されていると認める。 

     下の表に記載のとおり，各比率とも早期健全化基準を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は，赤字額がない場合は「－」で表示した。 

健全化判断比率 令和 6 年度 令和 7 年度 早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率 －  －  11.25 ％ 

連結実質赤字比率 －  －  16.25 ％ 

実質公債費比率  4.9 ％ 4.6 ％ 25   ％ 

将 来 負 担 比 率 44.6 ％ 38.6 ％ 400   ％ 
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第６  健全化判断比率の状況 

     各種健全化判断比率の状況は，次のとおりである。 

 

  （１）実質赤字比率 

 

 

                     （一般会計等実質赤字額）〔 ― 〕 

     （実質赤字比率）〔 ― 〕 ＝ 

                     （標準財政規模）308,804,123 千円 

 

 

標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも

ので，標準税収入額等に普通交付税交付額と臨時財政対策債発行可能額を加算した額を

いう。 

 

一般会計等実質収支額は 2,907,170 千円の黒字となっており，実質赤字額は発生し

ていない。 

なお，一般会計等実質収支額の対前年度比較は第１表のとおりであり，前年度 

2,850,473 千円に比べ 56,697 千円増加している。これは，一般会計の実質収支額が

増加したこと等による。 

 

   第１表（一般会計等実質収支額の対前年度比較） 

    

 

（単位：千円）

項　　　　　目 令和6年度 令和7年度 増　減

歳入総額　① 745,946,131 792,564,648 46,618,517

歳出総額　② 737,780,196 781,320,066 43,539,870

歳入歳出差引額　③＝①－② 8,165,935 11,244,582 3,078,647

翌年度に繰り越すべき財源　④ 5,315,462 8,337,412 3,021,950

一般会計等実質収支額　③－④ 2,850,473 2,907,170 56,697
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（２）連結実質赤字比率 

 

 

                            （連結実質赤字額）〔 ― 〕 

     （連結実質赤字比率）〔 ― 〕＝ 

                      （標準財政規模）308,804,123 千円 

 

 

連結実質収支額は 42,485,612 千円の黒字となっており，連結実質赤字額は発生し

ていない。 

なお，連結実質収支額の内訳及び対前年度比較は第２表のとおりであり，連結実質

収支額は前年度 42,788,629 千円に比べ 303,017 千円減少している。これは，下水道

事業会計の資金剰余額，国民健康保険事業特別会計の実質収支額が増加したものの，

病院事業会計及び水道事業会計の資金剰余額，介護保険事業特別会計の実質収支額が

減少したこと等による。 

 

第２表（連結実質収支額の内訳及び対前年度比較） 

令和6年度 令和7年度

2,850,473 2,907,170 56,697

2,814,178 2,884,022 69,844

都市改造事業特別会計 0 0 0

公共用地先行取得事業特別会計 0 0 0

公債管理特別会計 0 0 0

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 0 0 0

新墓園事業特別会計 36,295 23,148 △ 13,147

国民健康保険事業特別会計 285,974 1,077,774 791,800

介護保険事業特別会計 1,416,651 1,003,034 △ 413,617

後期高齢者医療事業特別会計 91,074 149,096 58,022

下水道事業会計 2,609,262 3,480,040 870,778

自動車運送事業会計 △ 286,200 △ 226,847 59,353

高速鉄道事業会計 0 0 0

水道事業会計 14,944,007 14,258,483 △ 685,524

ガス事業会計 12,761,481 12,513,566 △ 247,915

病院事業会計 8,115,907 7,323,296 △ 792,611

法非適用企業 中央卸売市場事業特別会計 0 0 0

42,788,629 42,485,612 △ 303,017

（単位：千円）

項　　　　　　目

実質収支額又は
資金不足額・剰余額 増　　減

一般会計等

一般会計

一般会計等に属す
る特別会計

一般会計等以外の特別会
計のうち公営企業に係る
特別会計以外の会計

公
営
企
業
会
計

法適用企業

合　　　　　　計
 

※高速鉄道事業会計及び中央卸売市場事業特別会計においては解消可能資金不足額を控除した結果，資金不足は生 

じなかったため 0 としている。 

※国の予算を貸付原資とする母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計における剰余金は，翌年度の貸付財源とする 

ために事業繰越として取り扱うことから，実質収支額が 0 となっている。 
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（３）実質公債費比率 

 
               （34,129,653 千円 ＋31,786,888 千円）    （20,606,576 千円＋32,356,723 千円） 

   令和 5 年度      （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋           ） 

   （実質公債費比率）＝ 

     4.96081%         （標準財政規模）    －   （            ） 
                   293,468,229 千円           32,356,723 千円 

 

 
                 （33,515,049 千円 ＋31,180,832 千円）    （21,155,755 千円＋30,879,082 千円） 

   令和 6 年度      （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋           ） 

   （実質公債費比率）＝ 

     4.72006%         （標準財政規模）    －   （            ） 

                   299,118,178 千円           30,879,082 千円 

 
 
                （34,405,737 千円 ＋30,582,324 千円）    （24,776,991 千円＋28,500,562 千円） 

   令和 7 年度      （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋           ） 

   （実質公債費比率）＝ 

     4.17779%         （標準財政規模）    －    （            ） 
                   308,804,123 千円           28,500,562 千円 

 

      令和 5 年度から令和 7 年度までの 3 か年平均 ＝ 4.6% 

 

実質公債費比率は，令和 5 年度から令和 7 年度までの 3 か年平均で 4.6％となってお

り，早期健全化基準 25％を下回っている。 

なお，実質公債費比率の推移は第３表のとおりであり，令和 4 年度から令和 6 年度ま

での 3 か年平均 4.9％に比べ 0.3 ポイント低下している。単年度の比率については，令

和 7 年度が 4.17779％となっており，前年度 4.72006％に比べ 0.54227 ポイント低下し

ている。 

 

第３表（実質公債費比率の推移） 

 

年    度 実 質 公 債 費 比 率 

令和4年度（単年度） 5.02749% 

令和5年度（単年度） 4.96081% 

令和6年度（単年度） 4.72006% 

令和7年度（単年度） 4.17779% 

実質公債費比率（4年度～6年度の3か年平均） 4.9% 

実質公債費比率（5年度～7年度の3か年平均） 4.6% 

早期健全化基準 25% 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 
 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 
 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 
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（４）将来負担比率 

 

                                       1,043,223,580 千円   934,773,956 千円 

                          （将来負担額）  － （充当可能財源等） 

     （将来負担比率）38.6% ＝ 

                         （標準財政規模） －（         ） 

                      308,804,123 千円     28,500,562 千円 

 

 

将来負担比率は 38.6％となっており，前年度 44.6％に比べ 6.0 ポイント低下し，早期

健全化基準 400％を下回っている。 

なお，将来負担額の内訳及び対前年度比較は第４－１表，充当可能財源等の内訳及び

対前年度比較は第４－２表のとおりである。 

将来負担額は 1,043,223,580 千円であり，前年度 1,040,172,855 千円に比べ 3,050,725

千円増加している。これは，地方債の現在高，債務負担行為に基づく支出予定額，設立法

人の負債額等負担見込額が減少したものの，公営企業債等繰入見込額，退職手当負担見込

額が増加したことによる。 

一方，充当可能財源等は 934,773,956 千円であり，前年度 920,274,885 千円に比べ 

14,499,071 千円増加している。これは，充当可能基金，地方債現在高等に係る基準財政

需要額算入見込額が減少したものの，充当可能特定歳入が増加したことによる。 

 

第４－１表（将来負担額の内訳及び対前年度比較） 

金　額
全体に占
める割合

金　額
全体に占
める割合

地方債の現在高 876,799,222 84.3% 871,178,475 83.5% △ 5,620,747

債務負担行為に基づく支出予定額 8,619,062 0.8% 7,626,166 0.7% △ 992,896

公営企業債等繰入見込額 78,859,550 7.6% 83,715,964 8.0% 4,856,414

組合負担等見込額 0 0.0% 0 0.0% 0

退職手当負担見込額 75,266,699 7.2% 80,095,325 7.7% 4,828,626

628,322 0.1% 607,650 0.1% △ 20,672

連結実質赤字額 - - - - -

組合連結実質赤字額負担見込額 - - - - -

1,040,172,855 100.0% 1,043,223,580 100.0% 3,050,725

（注）地方債の現在高は，災害援護資金貸付金の償還免除額（令和6年度15,614千円）を控除した額である。

合　　　　　　　計

（単位：千円）

項　　　　　　目

令和6年度 令和7年度

増　　減

設立法人の負債額等負担見込額

 

 

元利償還金・準元利償還金に 

係る基準財政需要額算入額 
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第４－２表（充当可能財源等の内訳及び対前年度比較） 

   

令和6年度 令和7年度 増　　減

充当可能基金 245,069,162 227,636,252   △17,432,910 

充当可能特定歳入 179,945,598 215,787,344 35,841,746 

　(うち都市計画税） (161,014,517) (201,322,468) (40,307,951)

495,260,125 491,350,360   △3,909,765 

920,274,885 934,773,956 14,499,071 

項　　　　　　目

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

合　　　　　計

（単位：千円）
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令和７年度決算に基づく仙台市資金不足比率審査意見 
 

 第１ 審査の種類 

     資金不足比率審査 
 

 第２ 審査の対象 

     令和 7 年度決算に基づく資金不足比率 

 （１）仙台市下水道事業会計 

 （２）仙台市自動車運送事業会計 

 （３）仙台市高速鉄道事業会計 

 （４）仙台市水道事業会計 

 （５）仙台市ガス事業会計 

 （６）仙台市病院事業会計 

 （７）仙台市中央卸売市場事業特別会計 

上記各事業の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 
 

 第３ 審査の日程 

     令和 8 年 7 月 1 日から同年 8 月 18 日まで 
 

 第４ 審査の着眼点及び主な実施内容等 

     今回の審査は，仙台市監査基準に従い，各事業の資金不足比率に関し，計算が正確

であるか，その算定の基礎となる書類が適正に作成されているかとの観点から，算定

の経過及び算定の基礎となる事項を記載した書類について，関係資料との照合，各企

業管理者等からの説明聴取等の方法により実施した。 
 

 第５ 審査の結果 

     審査に付された資金不足比率は，いずれも正確に算定されていると認める。 

     自動車運送事業においては，資金不足が生じているが，経営健全化基準を下回って

いる。 
 

資金不足比率 

事業名 令和 6 年度 令和 7 年度 経営健全化基準 

下水道事業 － －  

 

 

 
 

20％ 

 

自動車運送事業 4.5% 3.5% 

高速鉄道事業 － － 

水道事業 － － 

ガス事業 － － 

病院事業 － － 

中央卸売市場事業 － － 

（注）資金不足比率は，資金不足額がない場合は「－」で表示した。 
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第６ 資金不足比率の状況 

 

（１） 下水道事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ） △ 2,609,262 △ 3,480,040 △ 870,778

流動負債（ａ） 11,327,752 9,085,765 △ 2,241,987

算入地方債現在高（ｂ） - - -

流動資産（ｃ） 13,937,014 12,565,805 △ 1,371,209

事業規模（Ｂ） 22,129,772 22,457,791 328,019

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -

・当年度は，Ａ＜0 であり，資金不足は生じておらず，資金不足比率は算定されない。 

 

 

（２） 自動車運送事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 286,200 226,847 △ 59,353

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ－ｄ） 286,200 226,847 △ 59,353

流動負債（ａ） 2,900,695 2,130,436 △ 770,259

算入地方債現在高（ｂ） 1,915,449 2,466,784 551,335

流動資産（ｃ） 2,385,385 1,654,924 △ 730,461

解消可能資金不足額（ｄ） 2,144,559 2,715,449 570,890

事業規模（Ｂ） 6,354,369 6,385,852 31,483

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） 4.5% 3.5% △ 1.0  

・当年度は，ａ＋ｂ－ｃ＝2,942,296 千円＞0 となることから，算式に解消可能資金不足

額（ｄ）を算入している。 

・解消可能資金不足額（ｄ）は，累積償還・償却差額算定方式により算出した額（0千円）

と特別減収対策企業債及び交通事業債（経営改善推進事業）の現在高（2,715,449千円）

との合算額である。 

・解消可能資金不足額（ｄ）を控除した結果，資金不足が 226,847 千円となった。 

・資金不足額（Ａ）を事業規模（Ｂ）で除した資金不足比率は 3.5％で，前年度より 1.0

ポイント改善している。 
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（３） 高速鉄道事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ－ｄ） △ 12,582,685 △ 13,532,075 △ 949,390

流動負債（ａ） 8,169,087 9,293,446 1,124,359

算入地方債現在高（ｂ） 9,612,081 8,755,957 △ 856,124

流動資産（ｃ） 6,191,692 6,962,209 770,517

解消可能資金不足額（ｄ） 24,172,161 24,619,269 447,108

事業規模（Ｂ） 17,313,947 17,703,167 389,220

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -  

・当年度は，ａ＋ｂ－ｃ＝11,087,194 千円＞0 となることから，算式に解消可能資金不

足額（ｄ）を算入している。 

・解消可能資金不足額（ｄ）は，減価償却前経常利益による負債償還可能額算定方式に

より算出した額（15,007,188 千円）と特別減収対策企業債の現在高（9,612,081 千円）

との合算額である。 

・解消可能資金不足額（ｄ）を控除した結果，Ａ＜0 であり，資金不足は生じておらず，

資金不足比率は算定されない。 

 

 

（４） 水道事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ） △ 14,944,007 △ 14,258,483 685,524

流動負債（ａ） 6,754,206 5,807,507 △ 946,699

算入地方債現在高（ｂ） - - -

流動資産（ｃ） 21,698,213 20,065,990 △ 1,632,223

事業規模（Ｂ） 24,622,986 24,712,288 89,302

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -

・当年度は，Ａ＜0 であり，資金不足は生じておらず，資金不足比率は算定されない。 
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（５） ガス事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ） △ 12,761,481 △ 12,513,566 247,915

流動負債（ａ） 5,258,205 5,953,926 695,721

算入地方債現在高（ｂ） - - -

流動資産（ｃ） 18,019,686 18,467,492 447,806

事業規模（Ｂ） 38,590,476 37,352,126 △ 1,238,350

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -  

・当年度は，Ａ＜0 であり，資金不足は生じておらず，資金不足比率は算定されない。 

 

 

（６） 病院事業会計（地方公営企業法適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ＝ａ＋ｂ－ｃ） △ 8,115,907 △ 7,323,296 792,611

流動負債（ａ） 2,832,339 3,066,947 234,608

算入地方債現在高（ｂ） - - -

流動資産（ｃ） 10,948,246 10,390,243 △ 558,003

事業規模（Ｂ） 18,101,130 18,568,196 467,066

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -

当年度は，Ａ＜0 であり，資金不足は生じておらず，資金不足比率は算定されない。 

  



 

- 11 - 

 

 

（７）中央卸売市場事業特別会計（地方公営企業法非適用） 

（単位：千円） 

区　　分 令和6年度 令和7年度 増減

資金不足額 - - -

（Ａ=ａ＋ｂ－ｃ－ｄ） 0 0 0

歳出額（ａ） 3,342,145 3,459,906 117,761

算入地方債現在高（ｂ） 110,320 109,960 △ 360

歳入額（ｃ） 3,342,145 3,459,906 117,761

解消可能資金不足額（ｄ） 110,320 109,960 △ 360

事業規模（Ｂ） 1,507,251 1,479,131 △ 28,120

資金不足比率（Ａ／Ｂ×100） - - -  

・当年度は，ａ＋ｂ－ｃ＝109,960 千円＞0 となることから，算式に解消可能資金不足額

  （ｄ）を算入している。 

・解消可能資金不足額（ｄ）は，算入地方債現在高（ｂ）のうち，法令の規定により総

務大臣の同意を得て起こした地方債の現在高である。 

・解消可能資金不足額（ｄ）を控除した結果，Ａ＝0であり，資金不足は生じておらず，

資金不足比率は算定されない。 
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（参考）算定式及び用語の説明 

（算定式） 

               資金不足額 

                 事業規模 

（用語） 

・資金不足額 

（法適用） 

（流動負債ａ ＋ 算入地方債現在高ｂ － 流動資産ｃ）－ 解消可能資金不足額ｄ 

※ａ＋ｂ－ｃ＞0の場合にｄを算入する。 

※流動負債ａは，翌年度に償還する建設改良費等の財源に充てるための企業債等を除いて

いる。 

※流動資産 cは，翌年度へ繰越される支出の財源充当額等を除いている。 

（法非適用） 

（歳出額ａ ＋ 算入地方債現在高ｂ － 歳入額ｃ）－ 解消可能資金不足額ｄ 

※ａ＋ｂ－ｃ＞0の場合にｄを算入する。 

※歳入額ｃは，翌年度に繰り越すべき財源を除いている。 

・算入地方債現在高ｂ 

（法適用） 

建設改良費・準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債のうち，流動

負債として整理されているものの現在高を控除した額 

（法非適用） 

建設改良費・準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 

・解消可能資金不足額ｄ 

   次の①～③のいずれかの方法により算定された額に，④又は⑤の地方債の額を加えたもの 

① 累積償還・償却差額算定方式 

② 減価償却前経常利益による負債償還可能額算定方式 

③ 個別計画策定算定方式（基礎控除額算定方式とすることも可能） 

④ 経常利益がある法適用企業（又は経常利益に相当する額がある法非適用企業）が建設

改良費又は準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 

⑤ 総務大臣又は都道府県知事の同意又は許可を得て発行した建設改良費又は準建設改良費

以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 

・翌年度に繰り越すべき財源 

繰越明許費繰越額，事故繰越繰越額等の合算額から，これらに係る未収入特定財源を控除

した額 

・事業規模 

  （法適用） 

営業収益の額 － 受託工事収益の額 

  （法非適用） 

営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

資金不足比率 ＝ 


